
 

 

平成１７年３月期   個別財務諸表の概要         平成17年５月20日 

 

会 社 名 日本アンテナ株式会社               上場取引所 ＪＡＳＤＡＱ 

コー ド番号 ６９３０                     本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ http://www.nippon-antenna.co.jp/） 
代  表  者  役  職  名 代表取締役社長 
        氏    名 瀧澤 一郎 
問い合わせ先  責任者役職名 取締役管理副本部長 
        氏    名 田中 憲二           ＴＥＬ（０３）３８９３－５２２１ 

決算取締役会開催日  平成17年５月20日     中間配当制度の有無  有 
配当支払開始予定日  平成17年６月30日 定時株主総会開催日  平成17年６月29日      
単元株制度採用の有無 有（１単元1,000株） 
 

１． 17年３月期の業績(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 
(1)経営成績 

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 

17年３月期 
16年３月期 

26,538   △0.8 
26,757    0.4 

1,310     △13.6 
1,515      8.5 

1,326      △6.9 
1,424       12.6 

 
 

当期純利益 
1株当た り 
当期純利 益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
株 主 資 本 

当期純利益率 
総 資 本 

経常利益率 
売 上 高 

経常利益率 

 百万円   ％ 円 銭 円 銭 ％ ％  ％ 

17年３月期 
16年３月期 

744     △5.0 
783      37.5 

52.64 
54.81 

－ 
－ 

3.6 
3.9 

4.6 
5.1   

5.0 
5.3    

(注) ①期中平均株式数 17年３月期13,651,348株        16年３月期13,742,186株 
    ②会計処理の方法の変更 無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率 

  円 銭 円 銭     円 銭 百万円 ％  ％  

17年３月期 
16年３月期 

21.00 
21.00 

－ 
－ 

21.00 
21.00 

286 
286 

39.9 
38.3 

1.4 
1.4 

(注) 17年３月期期末配当金の内訳 記念配当0円00銭、 特別配当0円00銭 
 
(3)財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％      円  銭 

17年３月期 
16年３月期 

29,122 
28,694 

20,855 
20,333 

71.6 
70.9 

1,526.23 
1,486.80 

(注) ①期末発行済株式数   17年３月期13,647,926株        16年３月期13,655,206株 
     ②期末自己株式数     17年３月期    652,074株  16年３月期 644,794株 
 
２．18年３月期の業績予想(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

１株当たり年間配当金  
売上高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 

中 間 期 
通   期 

11,720 
26,600 

230 
1,240 

130 
690 

－ 
－ 

－ 
21.00 

－ 
21.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)50円56銭 

 
※上記の業績予想は、現時点における情報に基づき作成したものであり、実際の業績は市場の需要動向等様々

な要因によって予想とは異なる結果となる可能性があります。 
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貸 借 対 照 表           

 

                                                             （単位：千円未満切り捨て） 

  

増 減 

前 期 

 

平成16年3月31日現在 

当 期 

 

平成17年3月31日現在 
 

 

          期   別 

  

  

科   目  
金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 増減比 

（資 産 の 部）      ％      ％      ％ 

流 動 資 産       

   現 金 及 び 預 金 5,706,011  5,528,104  △177,907  

   受 取 手 形 1,810,137  1,455,030  △355,107  

   売 掛 金 7,668,773  7,779,673  110,899  

 製 品 2,203,489  2,391,365  187,876  

材 料 480,147  627,518  147,370  

   仕 掛 品 484,503  497,767  13,263  

未 成 工 事 支 出 金 485,936  407,064  △78,872  

未 収 入 金 1,880,438  1,880,846  408  

繰 延 税 金 資 産 305,685  285,779  △19,905  

そ の 他 102,564  94,580  △7,983  

   貸 倒 引 当 金 △25,122  △33,527  △8,404  

  流 動 資 産 合 計 21,102,564 73.5 20,914,202 71.8 △188,362 △0.9 

       

固 定 資 産       

  有 形 固 定 資 産       

   建 物 1,751,816  1,851,212  99,395  

  構 築 物 63,420  93,814  30,393  

機 械 装 置 514,959  561,664  46,704  

車 両 運 搬 具 74,801  67,162  △7,639  

工 具 器 具 備 品 746,297  654,794  △91,502  

土 地 951,926  942,726  △9,200  

建 設 仮 勘 定 127,955  9,498  △118,456  

計 4,231,177 14.8 4,180,873 14.4 △50,304 △1.2 

  無 形 固 定 資 産       

ソ フ ト ウ ェ ア 82,642  103,919  21,276  

電 話 加 入 権 22,313  22,313  －  

そ の 他 643  366  △277  

計 105,599 0.4 126,599 0.4 20,999 19.9 

投資その他の資産       

   投 資 有 価 証 券 769,972  936,537  166,565  

関 係 会 社 株 式 2,019,266  2,537,381  518,115  

長 期 貸 付 金 13,994  22,566  8,571  

差 入 保 証 金 144,061  149,147  5,085  

破 産 更 生 債 権 等 17,285  41,675  24,390  

繰 延 税 金 資 産 255,660  220,054  △35,605  

そ の 他 47,602  31,743  △15,859  

 貸 倒 引 当 金 △13,042  △38,702  △25,659  

計 3,254,801 11.3 3,900,404 13.4 645,602 19.8 

固 定 資 産 合 計 7,591,578 26.5 8,207,876 28.2 616,297 8.1 

資 産 合 計 28,694,143 100.0 29,122,079 100.0 427,935 1.5 
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（単位：千円未満切り捨て） 

  

増 減 

前 期 

 

平成16年3月31日現在 

当 期 

 

平成17年3月31日現在 
 

                   

          期 別 

   

 

  

科 目   金    額  構成比   金    額 構成比   金    額 増減比 

（負 債 の 部）      ％      ％      ％ 

流 動 負 債       

   支 払 手 形 2,813,984  1,003,243  △1,810,740  

   買 掛 金 2,059,860  3,808,254  1,748,394  

 工 事 未 払 金 952,488  1,020,371  67,883  

   未 払 金 423,300  433,896  10,596  

   未 払 法 人 税 等 420,634  238,673  △181,960  

未 払 費 用 137,475  145,719  8,244  

前 受 金 41,788  10,405  △31,382  

未 成 工 事 受 入 金 30,708  78,041  47,332  

預 り 金 20,445  18,615  △1,829  

設 備 支 払 手 形 34,402  27,615  △6,787  

賞 与 引 当 金 528,894  514,127  △14,767  

そ の 他 －  23,211  23,211  

  流 動 負 債 合 計 7,463,981 26.0 7,322,176 25.2 △141,804 △1.9 

       

固 定 負 債       

退 職 給 付 引 当 金 601,831  673,840  72,009  

役員退職慰労引当金 287,490  262,730  △24,760  

そ の 他 7,836  7,836  －  

  固 定 負 債 合 計 897,157 3.1 944,406 3.2 47,249 5.3 

負 債 合 計 8,361,138 29.1 8,266,583 28.4 △94,555 △1.1 

（資 本 の 部）       

資 本 金 4,673,616 16.3 4,673,616 16.0 － － 

資 本 剰 余 金       

資 本 準 備 金 6,318,554 22.0 6,318,554 21.7 － － 

利 益 剰 余 金       

利 益 準 備 金 407,894  407,894  －  

 任 意 積 立 金 7,920,000  8,420,000  500,000  

 当 期 未 処 分 利 益 1,336,209  1,263,284  △72,924  

利 益 剰 余 金 合 計 9,664,103 33.7 10,091,178 34.7 427,075 4.4 

その他有価証券評価差額金 228,624 0.8 331,016 1.1 102,392 44.8 

自 己 株 式 △551,892 △1.9 △558,869 △1.9 △6,976 △1.3 

資 本 合 計 20,333,004 70.9 20,855,496 71.6 522,491 2.6 

負 債 ・ 資 本 合 計 28,694,143 100.0 29,122,079 100.0 427,935 1.5 
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損 益 計 算 書           

 

                                                                   （単位：千円未満切り捨て） 

 

増 減 

前 期 
自 平成15年４月 １日 

至 平成16年３月31日 

当 期 
自 平成16年４月 １日 

至 平成17年３月31日 
 

                

          期   別 

  

 科   目 

  金    額 百分比 金    額 百分比 金    額 増減比 

      ％          ％          ％     

Ⅰ．売 上 高 26,757,575 100.0 26,538,257 100.0 △219,317 △0.8 

Ⅱ．売 上 原 価 20,004,494 74.8 19,865,555 74.9 △138,939 △0.7 

    売 上 総 利 益 6,753,080 25.2 6,672,702 25.1 △80,377 △1.2 

Ⅲ．販売費及び一般管理費 5,237,263 19.6 5,362,652 20.2 125,389 2.4 

    営 業 利 益    1,515,817 5.6 1,310,050 4.9 △205,767 △13.6 

Ⅳ．営 業 外 収 益       

受取利息及び配当金 10,349  25,941  15,592  

    そ の 他 61,388  81,777  20,388  

計 71,738 0.3 107,719 0.4 35,980 50.2 

Ⅴ．営 業 外 費 用       

為 替 差 損 97,152  13,032  △84,119  

    そ の 他 66,261  78,577  12,316  

計 163,413 0.6 91,610 0.3 △71,803 △43.9 

   経 常 利 益   1,424,142 5.3 1,326,159 5.0 △97,983 △6.9 

Ⅵ．特 別 利 益       

固 定 資 産 売 却 益  － － 1,490 0.0 1,490  

Ⅶ．特 別 損 失       

 固 定 資 産 処 分 損 20,171  25,591  5,419  

ゴルフ会員権評価損 －  7,940  7,940  

投資有価証券評価損 20,382  7,272  △13,110  

計 40,554 0.1 40,804 0.2 249 0.6 

税 引 前 当 期 純 利 益 1,383,587 5.2 1,286,845 4.8 △96,742 △7.0 

     法人税、住民税及び事業税 729,939 2.8 557,346 2.1 △172,593 △23.6 

法 人 税 等 調 整 額 △130,026 △0.5 △14,736 △0.1 115,289 △88.7 

計 599,913 2.3 542,610 2.0 △57,303 △9.6 

    当 期 純 利 益 783,674 2.9 744,234 2.8 △39,439 △5.0 

前 期 繰 越 利 益 552,534  519,049  △33,485  

当 期 未 処 分 利 益 1,336,209  1,263,284  △72,924  
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利 益 処 分 案           

 

    （単位：千円未満切り捨て） 

 

摘 要 前 期 

 

（平成16年3月期） 

当 期 

 

（平成17年3月期） 

当 期 未 処 分 利 益               1,336,209 1,263,284 

これを次の通り処分いたします。 

 

利 益 配 当 金               

 

取 締 役 賞 与 金 

監 査 役 賞 与 金 

別 途 積 立 金               

次 期 繰 越 利 益               

 

 

286,759 

（１株につき21円） 

28,900 

1,500 

500,000 

519,049 

 

 

286,606 

（１株につき21円） 

24,100 

1,500 

400,000 

551,078 
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【重要な会計方針】 

 
前期 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

当期 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

１．有価証券の評価基準及

び評価方法 

 

子会社株式 

……移動平均法に基づく原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

子会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 

 

時価のないもの 

同左 

２．棚卸資産の評価基準及

び評価方法 

製品…………総平均法に基づく原価法 

但し、購入製品については、移

動平均法に基づく原価法 

製品…………同左 

 材料…………移動平均法に基づく原価法 

仕掛品………総平均法に基づく原価法 

貯蔵品………最終仕入原価法 

未成工事支出金…個別法に基づく原価法 

材料…………同左 

仕掛品………同左 

貯蔵品………同左 

未成工事支出金…同左 

３．固定資産の減価償却の

方法 

有形固定資産………定率法 

 但し、平成10年４月１日以降に取得した建

物（附属設備を除く）については、定額法を

採用しております。 

有形固定資産………同左 

  

 無形固定資産………定額法 

 なお、ソフトウェア（自社利用）について

は、社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しております。 

無形固定資産………同左 

  

 長期前払費用………定額法 長期前払費用………同左 
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前期 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

当期 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

４．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

 (2)賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上しておりま

す。 

(2)賞与引当金 

同左 

 (3)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により按分し

た額を、それぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしております。 

(3)退職給付引当金 

同左  

 (4)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。 

(4)役員退職慰労引当金 

同左 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 

同左 

６．その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項 

(1)消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

(1)消費税等の会計処理 

同左 
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【追加情報】 

前期 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

当期 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

────── （外形標準課税） 

  「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年３月法

律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後開始する事業年度より法人事業税に係る課税標

準の一部が「付加価値額」及び「資本等の金額」に変更さ

れることになりました。これに伴い、「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第12

号）に基づき、「付加価値額」及び「資本等の金額」に基

づき算定された法人事業税について、当事業年度から損益

計算書中の「販売費及び一般管理費」に含めて表示してお

ります。 

 この結果、従来の方法によった場合と比較して販売費及

び一般管理費が45,659千円増加し、経常利益、税引前当期

純利益がそれぞれ同額減少しております。 

 

注記事項 

【貸借対照表関係】 
前期 

（平成16年３月31日現在） 
当期 

（平成17年３月31日現在） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 7,928,440千円
 

１．有形固定資産の減価償却累計額 8,193,100千円
 

２．担保に供している資産 ２．         ────── 
 

定期預金 12,889千円 
 

 
  

     
３．関係会社に対するものが次の通り含まれております。 ３．関係会社に対するものが次の通り含まれております。 
 

売掛金 1,567,261千円 

未収入金 803,988 

買掛金 425,686 
  

 
売掛金 1,734,682千円 

未収入金 839,387 

買掛金 498,078 
   

４．会社が発行する株式の総数 30,000千株
  

 
４．会社が発行する株式の総数 30,000千株
  

ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われた

場合には、これに相当する株式数を減ずることとし

ております。 

ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われた

場合には、これに相当する株式数を減ずることとし

ております。 
 

発行済株式総数 普通株式 14,300千株 
 

 
発行済株式総数 普通株式 14,300千株 

  
５．受取手形割引高 普通株式 60,112千円
  

 
５．受取手形割引高 普通株式 60,066千円
  

６．自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式644,794株

であります。 

６．自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式652,074株

であります。 

７．商法施行規則第 124条第３号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は 228,624千円で

あります。 

７．商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を付

したことにより増加した純資産額は 331,016千円であ

ります。 
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【損益計算書関係】 
前期 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

当期 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

１.受取配当金には関係会社からのものが5,000千円含ま

れております。 

１.受取配当金には関係会社からのものが20,000千円含ま

れております。 

２.研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 

1,371,461千円 

２.研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 

1,422,524千円 

３．         ────── ３.固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

 
 

(1)車両運搬具の売却 1,437千円

(2)機械装置の売却 52 
 

４.固定資産処分損の内容は次のとおりであります。 ４.固定資産処分損の内容は次のとおりであります。 
 
(1)工具器具備品の除却・売却 13,867千円

(2)建物・機械装置の除却・売却 4,552 

(3)車両運搬具の除却・売却 1,751 
  

 
(1)工具器具備品の除却 16,973千円

(2)土地の売却 6,340 

(3)建物・機械装置の除却・売却 1,242 

(4)車両運搬具の除却・売却 1,035 
  

 
【有価証券関係】 
子会社株式で時価のあるものはありません。 
 
【税効果会計関係】 

前期 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

当期 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 
 
繰延税金資産 （千円）

未払事業税 40,129

賞与引当金繰入超過額 215,207

退職給付引当金 232,168

役員退職慰労引当金 116,979

貸倒引当金 3,684

ゴルフ会員権評価損 42,056

一括償却資産償却超過額 17,394

投資有価証券評価損 7,201

未払社会保険料 26,900

その他 16,470

計 718,194

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 △156,849

繰延税金資産の純額 561,345
 

 
繰延税金資産 （千円）

未払事業税 26,083

賞与引当金繰入超過額 209,198

退職給付引当金 267,827

役員退職慰労引当金 106,904

貸倒引当金 8,803

ゴルフ会員権評価損 44,798

一括償却資産償却超過額 17,679

投資有価証券評価損 9,220

未払社会保険料 26,397

その他 16,018

計 732,930

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 △227,096

繰延税金資産の純額 505,834
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【１株当たり情報】 

前期 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

当期 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

１株当たり純資産額 1,486円80銭

１株当たり当期純利益 54円81銭

  

１株当たり純資産額 1,526円23銭

１株当たり当期純利益 52円64銭

  
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前期 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

当期 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当期純利益（千円） 783,674 744,234 

普通株主に帰属しない金額（千円） 30,400 25,600 

（うち利益処分による役員賞与金） (30,400) (25,600) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 753,274 718,634 

期中平均株式数（株） 13,742,186 13,651,348 

 
【役員の異動】 
該当事項はありません 


